
令和３年度から介護保険料が変わりました！
　65歳以上のかたの保険料は、市町村が介護保険事業計画で見込んだサービス費用などを基に、３年ご
とに見直すことになっています。
　日立市では、令和３～５年度の保険料を計算した結果、要介護（要支援）認定者の増加や介護サービ
ス施設の整備などに伴い、介護保険にかかる費用の増加が見込まれることから、保険料を引き上げるこ
とになりました。（詳細な理由は裏面をご覧ください）
　介護保険は社会全体で介護を支える制度ですので、ご理解をお願いいたします。

65歳以上のみなさんへ

介護保険の財源

65歳以上のかたの保険料の決まり方
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日立市で介護保険の
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これまでの
年額保険料対象となるかた

世帯全員が市民税非課税
で第１段階に該当しない
かた

・生活保護を受けているかた
・世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受給しているかた
・世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入
額の合計が80万円以下のかた

本人が市民税非課税のか
た（世帯の中に市民税が課
税されているかたがいる）

本人が市民税課税のかた

前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が120万円以下のかた

上記以外のかた

本人の前年の合計所得金額と課税年金収
入額の合計が80万円以下のかた

上記以外のかた

本人の前年の合計所得金額が120万円未
満のかた

本人の前年の合計所得額が120万円以上、
210万円未満のかた

本人の前年の合計所得額が210万円以上、
320万円未満のかた

本人の前年の合計所得額が320万円以上
のかた
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65歳以上の
かたの保険料
約23%

40歳以上65歳未満
のかたの保険料
27%

　介護保険制度は、みなさんが納める保険料と国・
県・市が負担する公費を財源に運営しています。

　市町村で必要な介護サービス費用を
まかなうために算出された「基準額」
を基に、本人と世帯の課税状況や所得
に応じて、段階的に決められています。
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　みなさんが納める保険料は、制度を運営するための大切な財源です。
　介護が必要になったときに安心して充実したサービスを利用できるよう、保険料の納付にご理解とご
協力をお願いします。

　高齢化により要介護
（要支援）認定者が
年々増加しており、そ
れに伴い介護サービス
を利用するかたや利用
料が増加しています。
第１期と比較して、第
８期には要介護認定者
数が約2.9倍、介護に
かかる費用は約4.1倍
になる見込みです。

保険料引き上げの主な理由

新型コロナウイルス感染症の影響により、次の要件を満たすかたは、

介護保険料が減免となります

【対象となるかた及び減免額】
　⑴　新型コロナウイルス感染症により、属する世帯の主たる生計維持者が死亡し、または重篤な傷病を負っ
たかた　⇒全額免除

　⑵　新型コロナウイルス感染症の影響により、属する世帯の主たる生計維持者の収入減少が見込まれ、次の
二つの要件をいずれも満たすかた　　⇒一部免除

　　　①事業収入などの減少額が、前年の１０分の３以上
　　　②減少することが見込まれる事業収入などに係る所得以外の前年の所得の合計額が400万円以下
【必要書類】
　⑴全額免除：診断書など
　⑵一部免除：収入の減少を証明する書類（確定申告書の写し、売上帳、給与明細書、解雇通知書など）
【減免の対象となる保険料】
　令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に納期限が設定されている保険料
【減免の対象とならないもの】
　・同一世帯にない家族等が収入減になった場合
　・新型コロナウイルス感染症に関わらない解雇、退職、事業の休業・廃業
　・減少することが見込まれる収入の前年の所得額が０円以下

ご自身が減免の対象になるかなどのお問い合わせは、日立市介護保険課までご連絡ください。
また、上記の減免対象にならないかたでも、保険料の徴収を一定期間猶予する制度が利用できる場合があ
りますので、ご相談ください。
ホームページにも関連情報を掲載しております。
　日立市ホームページ　　https://www.city.hitachi.lg.jp

給付費 認定者数

介護保険にかかる費用と要介護認定者数の推移と推計
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